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研究ノート

UV曲線と「フェルプス仮説」

堀 江 義

要約

フェルプスは彼の「拡大型」フィリップス曲線を提示するに当たって、独自のUV曲線

を構成した。しかし、このUV曲線は理論的にも実証的な観点からも支持されうるもので

はない。この点を論証することが本論の主要な目的である。

本論の後半においては、日本のデータに基づいて、われわれ自身の UV曲線を推定した

結果を提示する。 UV曲線の推定においては、マッチング関数を前提にすることが今や主

流であるかに見えるが、われわれのUV曲線はそれとは異なり、ハンセンーリプシィの線

に沿ったものである。ただし、 UV曲線の傾きが必ずしもマイナスであることを前提にし

ていない点で、われわれの手法はオリジナルなものである。

キーワード： UV曲線；入離職率；欠損率；失業率；資本ストック；労働力人口

経済学文献季報分類番号： 02-40 ; 02-41 

1 . はじめに

E. S. フェルプス (1968) は、それまでのフィリップス曲線に UV曲線を組み込むことに

よって「拡大型」 (augmented) フィリップス曲線を提示した。しかし、そこでの UV曲線

は一般に容認されているそれではなく、彼独自の構成による UV曲線である。拡大型フィ

リップス曲線を解釈するに当たって、フェルプスの UV曲線は決定的な役割をはたすもので

ある。従って、この UV曲線がどのような根拠に基づいて成立し、どのような特徴をもって

いるのかを確かめておくことは、拡大型フィリップス曲線が広く承認されるために不可欠の

要件であろう。

本論文の主要な目的のひとつは、次節において取り上げられる「Phelps仮説」を批判的

に検討することにある。もうひとつの目的は、日本のデータに基づいて、われわれ自身の

UV曲線を実証的に導くことである。

2. Phelps仮説

フェルプスによる拡大フィリップス曲線は次の (1)式として表される。そこにおいて、

fは関数記号、 gwは名目賃金上昇率、そして Uは失業率である。また L=雇用量、 N=労
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働力人口（＝労働供給）として、 Z三△ L/Nである。

(1) gw = f (u, z) 

上の式が導かれるに当たって、その前提になっているものがフェルプス独自の UV曲線で

あるが、それは

(2) v = VJ (u, z) ; 1./J u < 0, VJ z > 0 

として表される。ここに、 vは欠損率、 uは失業率、またVJu三a1./J I au、叱＝釦/JIa zであ

る。なお、欠損者数と失業者数との関係を表す場合も UV曲線と呼ばれるが、本論では特に

明記しない限りは欠損率と失業率との関係を表すものとする。

本節においては、 (2)式の成立根拠をフェルプスに従って説明する。ある期間における

入職者数、離職者数および雇用者数をそれぞれA、BおよびLとすれば、その期間における

雇用者数の変化は次の式で表される。これは定義式である。

(3)△ L=A-B 

次に、 A/N三 R、BIN三 Qとおく。ここに、 RおよびQは、それぞれ当該期間における

入職率および離職率である。このとき

(Al): R=R(u,v), Q=Q(u,v) 

が成立するものとフェルプスは仮定する。さらにaR/au三 Ru、aQI au三 Qu、aR/av三 Rv

およびaQ/av三 Qvとして、これらの符号に関してはフェルプスによって次の仮定が加え

られる。

(A 2) : 凡>0, Quく0,およびR,> Qv > 0 

なお、これらの他に2次の偏導関数に関する仮定もされているが、本論の結論に影響を与

えないので、ここではその説明を省略する。以上の諸仮定を用いて (3)式を書き直せば、

(4) z = R (u, v) -Q (u, v) 

がえられる。この式から、 uはvおよびzの関数と見なされる。従って、 zを一定にすれば、

(4)式から uとvとの関係を表す曲線が描かれ、これがフェルプスの UV曲線である。

この曲線は、 zをUV曲線のシフト・パラメーターとしている点で、従来の静学的な UV

曲線を拡張したものとなっている。また、 zを固定したときに

(5) av I au = (Qu -R) / (RV -Qり）

であるから、この関数は、もし仮定 (A.2)が満たされるなら、確かにav/auく0という

性質を持ち、さらに zの値が大きい程この曲線は原点から遠い位置を占める。

3. 検証— 1 : 入職率と失業率

フェルプスの仮説はいかにも便利にできているが、その成立根拠はどれだけ確かなもので
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あろうか。それについて、ここでは 3つに分けて検討しよう。第一に、入植率と失業率との

関係であるが、これについては本節で取り上げられる。次に、離職率と失業率との関係につ

いて、第4節において検討する。最後に、第5節においては入職率、離職率と欠損率との関

係を検討し、併せて 3つの検討結果を総合してわれわれの結論を示す。

まず第一に、凡＞〇という仮定は妥当であるかどうか。この点に関してフェルプスは、「欠

損率が一定であるとして、失業率が高ければ高いほど空いている職に失業者が流入する量は

大きくなり、リクルートも容易になる」 (p.691)から、「明らかに」凡 >Oであると述べて

いる。そうであろうか。これは一方的な解釈というものであろう。

失業率が高いということは、それだけ職を見つけるのが困難であることを意味するはずで

あるから、むしろ凡<Oと考える方が自然である。あるいは次のように考えてもよいだろ

う。離職率を一定として、入職率が高ければ雇用が増加するから、それによって失業率は減

少するはずである。

フェルプス自身は実証的な論拠を示していないが、少なくとも日本の経済に関して言え

ば、われわれの推測の方に説得力があることが示される。ひとつの推定結果を下に掲げよ

う。推定期間は1963-2002年である。

(6) ln (R) = 2.80 -0.283ln (u) + 0.316ln (v) 
(16.9) (4.6) (3.1) 

RR= 0.655, SE= 0.111, DW= 0.18 

上の推定式において、係数下の括弧付の数字は t値の絶対値、 RRは自由度修正済み決定

係数、 SE は標準誤差、 DW はダービン—ワトソン比を表す。上の結果を見る限り、決定係

数はそれ程大きいとは言えないが、凡<Oであることは間違いない。

なお、ここで欠損率および失業率のデータについて説明する。本論においては、

失業率＝失業者数／（失業者数十常用雇用者数）、

欠損率＝未充足求人数／（未充足求人数十常用雇用者数）

によってデータを作成している。欠損率を計算する際の未充足求人数は「有効求人数一就職

件数」として求められるが、計算に利用できる統計データは常用雇用者に関するものであ

る。そのために、欠損率も失業率も共に常用雇用者に関するものとなっている。

念のために、ダミー変数 (D) を用いて、もう一つ推定した結果を示す。ただし、

1963-76年については D=Oとする。以下において、この期間を「期間前期」と呼ぶことに

する。また、 1977-2002年については D=lとする。この期間を「期間後期」と呼ぶことに

する。この期間の区切りは第一次石油危機を境にしているが、労働市場の構造が1976年頃ま

では石油危機以前のままであり、それ以降は構造変化があったと解釈される。えられた結果
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が次の式である。

(7) ln(R) = 4.44 -2.02D - (1.25 -1.21D) ln(u) - (0.34 -0.68D) ln(v) 

(10.4) (4.5) (4.4) (4. 1) (2.0) (3.4) 

RR = 0.827, SE = 0.078, DW  = 0.97 

この結果によれば、 Rの符号が期間の前期と後期とにおいて逆になっていることがわか

る。しかし、期間全体において凡 <Oであることに変わりはない。しかも先の推定結果に比

べて決定係数が非常に大きくなっている。

以上の結果から、われわれは凡 <Oであると結論してよい。そうなると、もし仮定 (A

2)のうち他のすべての仮定を認めるとすれば、 (4)式におけるav/auの符号は不確定

となる。これはフェルプスにとっては不愉快な結果であろう。

次の検証を行う前に、ここで少し注釈を加える。試みに、 1974年の石油危機を境にして、

その前期と後期との間に構造変化が生じているかどうかを統計的に確認してみよう。そのた

めに、 (6)式を1963--...,73年と74--...,2002年とに区分して Chowtestのために F値を求めると、

F =51.72となる。これを臨界値4.31と比較すれば、 51.72>4.31であるから、構造変化があっ

たといえる。しかし、この時期を境界にして (7)式と同じ形の推定を行うと、 t値（絶対

値）が小さい係数推定値がいくつか現れる。そこで、境界を 1年ずつ後ヘスライドさせて、

t値がより大きくなる境界年を探せば、それが1976年ということになる。

4. 検証ー2:離職率と失業率

フェルプスが実証的な根拠を示しているのは Quの符号に関してのみであるが、そこで彼

が依拠しているのがイーグリー (Eagly[2], 1965)による研究結果である。それによれば、

1931-62年におけるアメリカ合衆国の経済について

(8) ln(Q) = 1.85 -0.634 ln(u) 

が成り立ち、相関係数はー0.84であった。これは自由度修正済決定係数に直せば0.689に相当

する。それ程フィットのよい結果とは言えないだろう。そこで、改めてイーグリーのデータ

に基づいて、ダミー変数を加えて推定したものが次の式である。ただし、 1941--...,47年につい

てD=lであり、その他の期間については D=Oとしている。

(9) ln(Q) = 1.34 -0.448ln(u) + 0.736D: RR= 0.882, SE= 0.213, DW= 1.09 
(11.1) (8.3) (7.1) 

この式を (8)式と比べると、 RRの値は (9)式の方が0.2程大きくなっている。このこ

とは、第2次大戦の影響があると思われる時期を別扱いした方がよいということを示唆して

いる。いずれにせよ、アメリカ合衆国に関しては ln(u)の係数の符号がマイナスであるこ
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とに変わりはない。

Quく0となる理由は何か。フェルプスによれば、失業率が小さくなれば賃金上昇率が高く

なり、それが雇用者の離職を高める要因となる。このフェルプスの説明にもわれわれは必ず

しも納得しえない。フェルプスが根拠としているイーグリーのデータにおいては賃金上昇率

の定義が通常のそれと異なっている。そこで、ある年の賃金の粗上昇率を「Gw=当年の賃

金率／前年の賃金率」として推定しなおせば、

ln(Gw) = 0.021 + 0.043ln(Q) : RR= 0.171, SE= 0.054 
(1.5) (2.7) 

となる。確かに ln(Q)の係数はプラスの符号になるが、 RRの値がいかにも小さい上に、定

数項の推定値の t値も小さい。賃金上昇率と離職率との関係はそれ程はっきりしたものでは

ない、というのが上の式から導かれる推論であろう。

それはともあれ、イーグリーの推定式に倣って日本のデータに関して前節と同じ期間につ

いて推定するならば、

(10) ln (Q) = 3.11 -0.27ln (u) : RR= 0.401, SE= 0.119 
(47.5) (5.2) 

がえられる。この結果は、決定係数がかなり小さい。そこで、前節と同様にQをuおよびv

と関連付けて推定したものが次の式である。

(11) ln(Q) = 2.71 -0.18ln(u) + 0.27ln(v) : RR= 0.480, SE= 0.111 
(16.3) (2.8) (2.6) 

上の式も RRの値はそれ程大きくはないので、さらに先の ln(R)の推定の場合と同様にダ

ミー変数を用いれば、 (12)式がえられる。

(12) ln(Q) = 4.04 -1.86D -(0.97-1.lSD)ln(u)-(0.25 -O.SOD)ln(v) 
(15.1) (6.5) (5.5) (6.4) (2.2) (3.9) 

RR = 0.897, SE = 0.049, DW  = 1.34 

以上の結果から、期間前期においてはフェルプスと共に、 Quく0と結論してよいだろう。

しかし期間の後半においては Qu>Oである：：ということは、 Quの符号はそれ程確定的なも

のではない、ということである。

なぜ期間後期においてプラスの符号になるのか、もう少し詳しく調べてみよう。付表一3

に示された「離職者の離職理由別構成比」を見ると、経営上の都合によって離職する人の割

合が期間後期になって増加していることがわかる：：逆に、個人的理由（自己都合）による離

職者の割合は減少している。いま、「経営上の都合による離職の割合x離職率/100」を QM

として、これと失業率との関係を期間後期について求めると
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ln(QM) =-1.25 + 0.95ln(u) : RR= 0.760, SE= 0.142, DW= 1.26 
(8.3) (9.0) 

がえられる。これを先の (10)式と比較すれば、 RRは (10)式のそれよりはるかに大きい。

従って、失業率が大きいほど経営上の都合による離職者は増加すると言える。

今度はダミー変数を導入して期間全体についての推定式を掲げる。 Dの値はすでに示した

ものと同じである。

ln(QM) =-0.88 -0.43D + l.OOln(u) : RR= 0.623, SE= 0.191, DW= 1.68 
(7.3) (4.2) (7.4) 

以上の二つの式からわかることは、失業率が増加するにつれて経営上の都合による離職者

は増加するということである。さらに、この「経営上の都合による離職者」に「契約期間の

満了」による離職者を加えたものの離職率を QMCとすれば、

ln(QMC) = -0.32D + 0.81ln(u) : RR= 0.693, SE= 0.125, DW= 1.51 
(5.5) (21.8) 

がえられる。上の二つの理由の他に「自己都合」による離職者を加えれば、全体の離職者の

ほぼ90%を占める。しかも、その他の理由は失業率とは関係がない。そこで、自己都合によ

る離職率を QPで表し、これがuおよびvとどのような関係になるかを確かめてみよう。そ

の結果、次の式がえられる。

ln(QP) = 3.38 -1.19D + 0.27Dln(v) -(0.76 -0.69D) ln(u) 
(29.5) (6.8) (3.0) (5.5) (4.6) 

RR = 0.894, SE = 0.071, DW = 0.83 

これらの諸結果を総合して考えれば、離職率と失業率との関係は景気の状況によって異な

ると解される。景気の状況がよい段階においては、離職率は失業率の上昇と共に減少する傾

向にあるが、ある段階を超えて失業率が大きくなれば、経営上の理由などによる離職率が大

きくなって、全体としての離職率は反転して増加する傾向になる。その関係を確認するため

に推定した式を次に示しておこう。

ln(Q) = 3.81 -0.50u + 0.052u2: RR= 0.818, SE= 0.066, DW  = 0.61 
(47.7) (12.3) (11.2) 

この式によれば、失業率が4.8%を超える当たりから離職率は失業率の増加と共に上昇す

ることになる。この式の概略を示したものが第 1図である。他方、フェルプスが想定してい

る労働者は、あくまでも自分に有利な条件を求めて職場を変えられる自由な労働者であり、

賃金上昇率が大きい時にはさらによい条件を求めて離職するというものであるが、それと同

じ理由を80年代以降の日本に当てはめることはできない。
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第 1図離職率と失業率

離職率： Q

自己都合： QP 

経営上の都合： QMC 

失業率

5. 検証ー3:入職率、離職率と欠損率

295 

残る問題は、凡>Qv > 0としてよいかどうか、である。これについての判断材料はすで

に (6)、(7)、(11)および (12)式に示されている。それによれば、日本においては期間後

期については凡>Qv >Oが成立するが、期間前期においては凡および Qvは共にマイナス

の値をとる。このことはフェルプスの仮説を否定するものである。

以上、第3節からこの節までにおいて検証した結果を、簡単に推定係数の符号だけをまと

めたものが第1表である。結論として、日本に関してはフェルプス仮説は成立しない。

第 1表 入職率、離職率と欠損率および失業率

Ri I Qu 凡 Qv 

「Phelps仮説」 ＋ i ！ ＋ ＋ 

1963~2002年 i ＋ ＋ 

堀江推定 1963"-'1976年 ・・-・ ＇ ＇ 一• • • 

1977-2002年 ＋ ＋ ＋ 

6. UV曲線の性質

ここまでの検討から、フェルプスの (4)式が通常の UV曲線の性質を満たすものではな

いことが示された。それでは、われわれの UV曲線はどのような理論的根拠に基づいて、ど

のような性質を持っているのであろうか。

UV曲線の理論的な根拠付けについてはいくつかの説明があるが、近年の傾向は、これを

マッチング関数で説明することが中心になってきているようである。しかし、この関数につ

いては別の機会に取り上げることにして、本論においては Hansen([ 4 ]) -Lipsey ([ 7 1) 
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の流れに即した UV曲線を仮定する。

第2図はマクロの労働市場を描いたものである。縦軸には名目賃金率、横軸には労働量が

測られている。そこにおいて、 DおよびSはそれぞれ労働需要曲線と供給曲線である。もし

労働市場が完全であれば、雇用はDとSとの交点で決まるはずであるが、摩擦的失業の存在

により、実際の雇用水準は図の EE'曲線のようになる。この曲線を本論においては雇用曲

線と呼んでおく。そして、この雇用曲線は、労働の需要および供給曲線（直線）を漸近線と

する双曲線と見なすことが実証的な分析の上で便利である。（ただし、実証的な観点からす

れば、双曲線と仮定するよりも一般的な 2次曲線と仮定しておいた方が便利であるかもしれ

ない。）

いま賃金率が図における wの水準にあるとして、 wを通り横軸に水平な直線を引く。こ

のとき、雇用は EE'曲線との交点 eに決まる。また、この水平線と D曲線およびS曲線と

の交点をそれぞれdおよび sとすれば、 edおよびesの長さがそれぞれ未充足求人数および

失業者数である。同様にして、任意の賃金率に対して未充足求人数および失業者数が決定さ

れる。そこで、この未充足求人数を横軸に、失業率を縦軸にとって、両者の関係を図示する

ならば、それは必ず「右下がり」の曲線として表される。これが一つの UV曲線である。雇

用曲線が双曲線であれば、この UV曲線も双曲線になる。これを便宜的に第 1種の UV曲線

と呼ぼう。

第2図労働市場

w 

w 

s
 

L* L
 

もう一つの方法は、欠損率三未充足求人数＋労働供給量、失業率三失業者数＋労働供給量と

して、欠損率と失業率との関係を図示することである。これを第2種の lN曲線と呼んでお

く。通常は、この第2種の関係を lN曲線として用いる場合が多い。それはよいとして、後
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者の場合も右下がりの曲線として表してもよいのであろうか。

Dow and Dicks-Mireaux (1958)は、イギリスのデータを基にして、第2種の UV曲線を

直角双曲線として表すのが便利であるとした。その後の諸研究においては、恐らくは分析上

の便利さが主な理由であろうが、第2種のUV曲線は直角双曲線あるいは右下がりの曲線と

して表されてきた。しかし、われわれは第2種のUV曲線を初めから「右下がり」と仮定す

る必要はないと考えている（堀江[5 J)。それならば、実際には第 2種のUV曲線はどのよ

うな形状をしているのであろうか。次節以降において日本のデータに基づいて推定したいく

つかの結果を提示する。

UV曲線の推定式としては、短期の場合としては、 uを被説明変数とすれば説明変数には

ln(v)あるいはvの逆数などが用いられるのが普通である。いずれにせよ、これは uがvの

減少関数であることを前提にしているわけであるが、もし一般的な 2次曲線を仮定するので

あれば、減少関数であることを示す制約条件は必要ない。

また、非説明変数として uとvとのどちらを選ぶかと、いうことも無視できない問題で

ある。その理由については後に述べる。本論においては、次節以下において非説明変数を u

とした場合と vとした場合との両方の推定結果を示す。

なお、ここでフェルプスの UV曲線が第2種の UV曲線とも性質が異なるものであること

を確認しておこう。第2種の UV曲線も扉用曲線を基礎にしていることは第1種のそれと変

わりない。どちらも 1本の曲線によって「短期の」 UV曲線を表している。しかし、短期で

はあっても、この UV曲線上において雇用は変動する。雇用の変化は必ずしも UV曲線をシ

フトさせることにならないわけである。他方、フェルプスのUV曲線上においては雇用は一

定であり、雇用の変化は UV曲線をシフトさせる。この点において、フェルプスの UV曲線

はわれわれの考えている UV曲線と基本的に異なるものであることが確認できる。

それならば、フェルプスが推定した (24)式([9 ]. p.695)はどのように解釈すべきか。

フェルプス自身は、この式によって上述の (4)式を実証的に証明したつもりであるらしい

が、この式の信頼度が高くても、それは (4)式を証明したことにはならない。この式は

(4)式とは関係がないからである。

7. UV曲線の推定

まず、 uおよびvの2変数に関する 2次曲線の式を一般的に次のように表そう。

(13) au2 + 2huv + b炉+2ru + 2sv + c = 0 

ここに、 a,h, b, r, sおよびcは定数である：：：さらに、 0およびDetを次の式によって定義

する。
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(14) 6 = I~: I , Det =~: : 
r S C 

もし (13)式において Detキ0かつo<Oならば、この式は双曲線を表す。もし Det=I=〇かつ O
>Oならば、それは楕円である。

以上を予備的知識として、日本のUV曲線についてわれわれが推定した結果をいくつか例

示し、説明を加えて行こう。その作業の前に、第3図にわれわれの推定しようとする UV曲

線を掲載しておく。期間は1963-----2003暦年である。この曲線に最も適切な推定式を求めるこ

とが以下におけるわれわれの目的である。

第3図 UV曲線 (1963-2003)
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まず、われわれの推定の最初の例を第2表に示す。係数の推定値の下にある括弧内の数値

がt値の絶対値であることは以前と同じである。第2表の結果を式で表すならば次のように

なる。

0.046u2 + 0.20uv + 0.13炉一 u-1.55v + 4.22 = 0 

第2表 uの推定ーその 1- 期間： 1963~2003年

定数項 V UV v2 u 2 RR=0.994 
SE=0.123 

4.22 -1.55 0.20 0.13 0.046 DW=0.61 
(11.5) (6.2) (7.9) (4.0) (6.0) 6 =-0.004 
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上の推定にはダミー変数が用いられていないが、もし第3節と同じダミー変数を利用すれ

ば結果はどうなるか。それが第3表に示されている。この推定結果は、統計的には第2表よ

りもさらに良好なものである。しかし 6>Oであるから、えられた曲線は楕円である。ただ

し、ダミー変数が有力な効果をもたらしていることは明らかであり、このことは次の式を特

定化する際にヒントを与える。すなわち、 (13)式における cを定数とする代わりに、何ら

かの時間変数の関数とすることが考えられる。

第3表 uの推定一その2- 期間： 1963~2003年

定数項 V UV .; u 2 D RR=0.996 
SE=0.093 

3.61 -1.09 0.10 0.10 0.07 0.28 DW=0.69 
(12.2) (5.3) (4.0) (3.9) (9.6) (5.4) 6 =O 005 

より詳しく言えば、第 1図における雇用曲線がシフトする要因を考慮すればよいわけであ

り、その要因となるのは需要曲線および（／または）供給曲線のシフトである。需要曲線を

シフトさせるものとしては、物価の変動あるいは資本ストックの変動が考えられる。これら

のうち、ここでは資本ストックの変化を考慮してみよう。資本ストックの変化はまた物価の

変化をもたらすから、物価の変動を別個に考慮する必要はないはずである。他方、供給曲線

をシフトさせるものとしては労働力人口の変化が考えられる。以上を要約すれば、

C = C (資本ストック、労働力人口）

ということになる。すなわち、 cは資本ストックと労働力人口の関数と見なされよう。

UV曲線のシフト・パラメーターを上の関数のように考えることは、マッチング関数と基

本的に異なる点である。われわれにとっての関心は、長期において資本や労働力人口などの

生産要素の変化がUV曲線のシフトにどのような役割を果たすのか、あるいは果たさないの

か、をたしかめることにある。

上に述べた要因以外にも UV曲線をシフトさせる要因は考えられる。たとえば、職業紹介

制度や職業訓練制度などの諸制度の変更も UV曲線をシフトさせるであろう。また、それら

の制度に変化がなくても、求人情報の伝達には時間がかかるので、 Cはまた制度的な変数や

時間の変数であるかもしれない。こうした諸要因を資本ストックの変化や労働力人口の変化

よりも重要視するのであれば、マッチング関数の方が便利であろう。そうした問題はまた別

の機会に取り上げることにしたい。

ここで新たな記号を追加する。任意の 1変数の t年における値をxとして、同じ変数の

(t-s)年の値を x(-s) とする。このとき、

Gx(-s)三 x(-s)/ x(-s-1) 

と定義する。特に、 s=Oのときは簡単に Gxと記す：：： Gxはt年における Xの租成長率であ
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る。

8. 投資と UV曲線

そこで今度は、第3表におけるダミー変数の代わりに資本ストックのみを変数として加え

てみよう。その結果、えられたものが第4表である。この場合、資本ストックは1990暦年価

格で測られた取り付けベースの民間資本である。このデータは1998暦年までのものしか得ら

れなかったので、推定期間は1963-2000年となっている。表において、 Z= GK(-2)であ

る。 Kは各年の12月末における資本ストックの値である。

第4表 uの推定一その3- 期間： 1963~2000年

定数項 V UV V 2 u 2 z RR=0.996 

4.99 
SE=0.072 

-1.14 0.18 0.092 0.059 -1.42 DW=l.53 
(6.8) (7.0) (8.9) (4.4) (10.9) (2.0) 6 =-0.003 

上の結果から、資本ストックの上昇率が大きければ、それだけ UV曲線が下方にシフトす

ることがわかる。なぜ下方にシフトするか。投資の値が大きければ、それだけ労働需要曲線

の右へのシフトも大きくなるから、まず欠損率が大きくなるはずである。しかし、時間の経

過と共に雇用が増加し、失業率が減少するだろう。第4表は、失業率減少の効果が現れるま

でには 2年の期間を要する、という意味に解される。上の推定において、もし被説明変数が

Vであれば、資本ストック増加の効果はvにプラスの影響を与えるはずである。この点は第

10節において確かめられる。

推定結果について、さらに詳しい説明を追加しよう。第2表を (13)式と同じ形式で表せ

ば、

(15) 0.059炉+0.179uv + 0.092炉一 U- 1.14v + C = 0 

がえられる。ただし、 c=4.99-1.42 GK(-2)である。ここでo<O、Det= -0.0004キ0で
あるから、 (15)式は双曲線である。

そこで一つの例として、 GK(-2)に適当な値を与えて (15)式のグラフを描くことを考

えてみよう。まず、 C三 Det/6として、 Cの値を求めると、

C = c -3.3846 = 1.416(1.137-GK(-2)} 

である。仮に GK(-2)=1.2とすれば、 C= -0.0892である。

次に、この双曲線の中心の座標を (u。,v。)とすれば、

U。=1.97, V。=4.29 
である。ここで便宜上、 x=u-u。,y=v-v。とすれば、 (15)式は次のように変形され

る。
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(16) 0.059炉+0.179xy + 0.092炉=C
上のグラフを描くためには、座標軸を適当に回転させる必要がある。その回転角度を 0と

おけば、

tan (20) = 0.179 / (0.059 -0.092) = -5.367 

でなければならない。この式から、 e=50.3゚ （度）がえられる。回転後の座標を (X,Y)で

表すとして、そのとき (16)式が

AX叶 BY2=C 

に変形されるものとしよう。このとき、 AおよびBは次のてに関する2次方程式の解であり、

A>Bである。

て2- (0.059+0.092)て十 6=O 

従って、 A=0.1667、B= -0.0156である。こうして次の式がえられるが、これがわれわれ

の求める UV曲線の式である。ただし、 H=-C/Bである。

(17) 10.69X2 -Y2 = H 

この曲線の概略を描いたものが第3図である。同図における 2本の点線は双曲線の漸近線

であり、それらはY=平3.27Xで表される。また 2本の太い曲線 (UVI、UVII)はUV曲

線であるが、それらの位置は GK(-2)の値に依存して決まる。たとえば、 GK(-2)=1.2と

すれば、 (17)式において H=5.72となる。 GK(-2)の値が大きい程、 UV曲線は (X,Y) 

座標の原点に近づく。

第4図 UV曲線
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9. 労働力人口と UV曲線

今度は、資本ストックの影響は無視して、労働力人口の変化すなわち労働供給曲線のシフ

トを考慮してみよう。それによって得られた結果が第5表に示されている。同表における I

のケースでは、定数項の推定値が有意水準5%で有意ではない。なお、本論においては特に

明記しない限り、有意水準5%で判断することにする。そこで定数項を省いて推定し直した

ものがケース IIである。同表においてはZ= GN(-1)である。あらかじめ予想されるよう

に、労働力人口の増加は失業率を増加させる効果をもたらす。これは UV曲線を上方にシフ

トさせることを意味する。

第5表 uの推定一その4- 期間： 1963~2003年

Case 定数項 V UV V 2 u 2 z RR=0.993 
SE=0.119 

I 
-2.81 -1.72 0.20 0.16 0.05 7.20 DW=0.66 
(0.8) (6.7) (8.2) (4.6) (6.5) (1.9) 6 =-0.002 

定数 V UV v2 u 2 z RR=0.966 
SE=0.118 

II 
-1.67 0.20 0.15 0.05 4.35 DW=0.63 
(6.8) (8.3) (4.6) (6.5) (12.2) 6 =-0.003 

最後に、ストックと労働力人口との両方を説明変数に加えて推定を行ってみよう。その結

果を示したものが第 6表である。そこにおいて Z1= GK(-2)、Z2=GN(-1)である。この

場合、先に述べた事情により推定期間は1963-2000年となる。それがケース 1である。この

ケースにおいては、資本ストックの係数が有意ではない。従がって、参考のためにケースII

を掲載した。ここにおいては、 1999-----2001年の資本ストックのデータを1995年価格表示のも

ので補充した。その結果として、 Z1の係数の信頼度は大きくなることがわかったが、代わり

に0の符号がプラスになる。このことは、推定された式が双曲線ではなく楕円であることを

意味している。

第6表 uの推定一その5- 期間：1963-2000,2003年

V UV 炉 u 2 Z1 Z2 RR=0.965 
SE=0.073 I -1.31 0.19 0.11 0.06 -0.73 4.42 DW=l.11 

(7.9) (9.6) (5.2) (10.5) (1.2) (6.6) 6 =-0.003 

V UV v2 u 2 Z1 Z2 RR=0.966 
SE=0.113 II -1.48 0.16 0.14 0.06 -1.96 6.25 DW=0.75 

(5.9) (5.7) (4.3) (7.0) (2.1) (6.6) 6 =0.001 

第 3図の UV曲線を見れば、 2000--2003年の期間が特異な動きをしていることがわかる。

そのことが影響して、推定結果の式が楕円になるものと考えられる。参考のために、さらに
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3つの推定式を第 7表に掲載するが、資本ストックのデータを第 6表の場合と同じように

2003年まで延長して用いる限り、今のところ、推定式を変えても双曲線はえられない。同表

においては、 Z1およびZ2の変数を次の式のように変えている。

Z1 = exp{GK(-2)}, Z2= exp{GN(ー 1)} , 23 = exp{ u (-1) } , 24 = exp{ u30 (-1) } 

上の式のうち、 u30は30歳未満の失業率を表すが、これについては説明を要する。推定結果

のmを見ると、前年の失業率u(-1) (付表ー2の第2列）が今年のuに影響を与えている
ことがわかる。このことは、恐らく労働力人口が外生変数ではなく、失業率とも関連してい

ることを推測させる。もしそうであれば、データを見ると、特に期間後期において30歳未満

の失業率と30歳以上の失業率との開きが大きくなっていることが注目される。もし30歳未満

の労働力人口において、いわゆる「意欲喪失」現象が生じているならば、それによって労働

供給曲線は右ヘシフトするはずであり、そのことは労働市場に労働力人口の増加と同じ効果

をもたらすはずである。それを確かめることがケースmのねらいである。
なお、ここでの u30は、期間前期においては付表一2第2列の失業率を用い、期間後期に

ついては『労働力調査』から30歳未満の失業率を計算して用いている。

第7表 uの推定一その6一 期間： 1963~2003年

V UV v2 u2 Z1 Z2 RR=0.965 
SE=0.113 I -1.47 0.16 0.14 0.06 -0.65 2.22 DW=0.75 

(5.8) (5.7) (4.2) (6.9) (2.1) 6.9) 6 =0.001 

V UV V 2 uz Z1 Z3 RR=0.966 
SE=0.113 II -1.19 0.13 0.11 0.06 -0.87 6.32 DW=0.82 

(4.6) (4.1) (3.3) (7.0) I I I ヽ (2.6) 6.9) 6 =0.002 

V UV v2 u2 Z1 z4 RR=0.966 
SE=0.107 ill -1.21 0.13 0.11 0.05 -0.85 6.32 DW=0.92 

(5.0) (4.3) (3.6) (7.2) (2.7) (7.5) 6 =0.002 

10. UV曲線の推定一被説明変数を vにする一

ここまでの UV曲線の推定に当たっては、被説明変数を uとしてきた。しかし、われわれ

の推論に誤りが無ければ、被説明変数をvとしても、特定化すべき式を 2次曲線とすれば同

じような結果がえられるはずであるc そこで、この節では非説明変数をvにして UV曲線の

推定を試みる。

まず初めに、 1963------2003年の期間について (14)式と同じ方式でシフト変数なしでvにつ

いて推定してみよう。その結果が (15)式である：：

97 



304 関西大学「経済論集」第55巻第2号 (2005年9月）

(15) V = 2.10 -0.34u + 0.11炉+0.092uv + 0.0079u2 
(18.1) (6.2) (21.3) (7.8) (1.6) 

RR= 0.993, SE= 0.058 

上の結果を見ると、 uzの係数のみ t値が小さい。そこで、以下の推定においてはuzを説明

変数から省く。その上で、 Z1=GK(-1)およびZ2=GN(-1) として、これらを説明変数に

加えて推定を試みる。その結果が第8表に示されている。ケース Iの場合は推定期間が1963

----1999年であるが、その理由は第 6表の場合と同じである。

第8表 vの推定 期間： 1963~1999,2003年

定数項 u UV V 2 Z1 Z2 RR=0.996 

I 
SE=0.047 

-4.24 -0.25 0.11 0.11 1.68 4.17 DW=l.82 
(2.5) (7.3) (8.2) (21.4) (4.0) (2.8) o<O 

定数項 u UV V 2 Z1 Z2 RR=0.995 

II 
SE=0.047 

-5.17 -0.22 0.092 0.11 1.49 5.30 DW=l.84 
(3.2) (7.1) (9.4) (25.9) (3.7) (3.8) o<O 

さて、推定結果を形式的に判断する限り、上のいずれの結果も信頼度は高いと思われる。

しかし、問題点がひとつある。 Z1の係数がプラスになるのはわかるとして、 Z2の係数がなぜ

プラスになるのか。今のところ、適当な解釈はえられていない。

11. 若干のまとめ

われわれの第 1の目的は、フェルプスの仮説が理論的にも実証的にも根拠のないものであ

ることを示すことにあった。この点では本論における批判で十分であろう。もう一つの目的

は、われわれ自身の UV曲線を試験的に提示することにあった。もし推定期間を1963,......,2000

年に限定するならば、この目的もほぼ達成されたと言ってよいだろう。ただし、多くの推定

式を掲げたので、どの式をもって推定式を代表させるか、という疑問が生じるかもしれな

い。そこで本論においては、次の式をもってベストとしておこう。そこにおいては、 Z= In 

[GK(-2) /GN(-1) -1]である。

(16) u = 3.20 -1.18v + 0.10炉+0.18uv + 0.060u2 -0.12Z 
(12.2) (7.8) (5.0) (9.4) (11.7) (2.6) 

RR = 0.996, SE = 0.069, DW  = 1.29, 6 = -0.002 

残る問題は、推定期間を2003年まで延長した場合の推定式の特定化である。ここには、本

論作成の時点において、同一年基準の資本ストックのデータがえられないというデータ入手

上の問題があり、満足のいく結果はえられなかった。しかし、資本ストックの変化および労
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働力人口の変化がUV曲線のシフト・パラメーターの役割をはたすことは示された。そこで、

第6表のケース IIの場合と同様に2001......... 03年についても資本ストックのデータを延長し、さ

らにダミー変数D*を追加し、この期間について D*=1としてみよう。その上で試験的に

(16)式と同じような推定を行えば、次の式がえられる。しかし最終的にはダミー変数を何

か他の適当な変数に代える必要があり、その点で2000......... 03年の期間については、さらに詳し

い検討の余地が残されている。

(17) u = 3.16 -1.14v + 0.10炉+0.17uv + 0.062u2 -0.13Z -1.12かZ-4.21D* 
(11.9) (7.5) (4.8) (9.2) (12.5) (2.9) (2.0) (2.3) 

RR= 0.998, SE= 0.071, DW  = 1.57, 6 = -0.001 

最後に、本論においても若干は触れたが、労働市場の制度的側面も UV曲線の形状に影響

を与えていることは間違い。そうした制度上の変化がUV曲線にどのように反映されるか、

どのような説明変数を採用するのが適切か、といった問題も残されたままである。

12. 資料について

[ 1 J入植率と離職率

これらのデータについてはインターネットにより厚生労働省の HPを通じて入手したが、

データを1960年代まで遡ることはできなかった。そこで、 1956......... 84年の期間については『日

本長期統計総覧 第 1巻』（総務省統計局監修、日本統計協会、 1987.pp.418-19) より入職

者数、離職者数および常用労働者数をえることができるので、計算によって求めた。それら

の計算結果とインターネットによるデータとを整理したものが付表ー 1である。

[ 2 J欠損率と失業率

有効求人数および入職者数については厚生労働省よりインターネットにより入手し、それ

によって欠損率を計算した。また、失業率については、すでに説明したように、『労働力調

査』とは異なった計算をしている。これらのデータは付表ー 2に示されている。

[ 3 J資本ストックと労働力人口

資本ストックのデータは『季刊国民経済計算Jおよび経済産業省の HPより入手した。労

働力人口および失業者数は『労働力調査jによる：：：
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付表ー1 入職率と離職率（％）

出所 『日本長期統計総覧」 『景気動向調査』

年 入職率 離職率 年 入職率 離職率

1956 19.58 14.82 

1957 20.20 15.93 

1958 17.60 16.28 

1959 23.05 16.91 

1960 24.24 17.86 

1961 28.52 21.98 

1962 23.21 20.81 

1963 22.51 19.95 

1964 24.18 21.10 

1965 22.11 20.78 

1966 21.81 20.37 

1967 23.32 21.31 

1968 22.77 20.73 

1969 21.31 19.68 

1970 22.91 21.54 

1971 19.78 19.59 

1972 18.83 18.86 

1973 20.38 19.52 

1974 16.76 17.40 

1975 14.18 15.84 

1976 15.11 15.15 

1977 14.44 15.02 

1978 13.47 14.06 1978 13.5 14.1 

1979 14.84 14.35 1979 14.8 14.4 

1980 15.27 14.40 1980 15.3 14.4 

1981 14.96 14.22 1981 15.0 14.2 

1982 14.38 13.84 1982 14.4 13.8 

1983 13.66 13.22 1983 13.7 13.2 

1984 14.89 14.08 1984 14.9 14.1 

1985 15.7 14.8 

1986 14.6 14.5 

1987 14.5 13.9 

1988 16.1 14.7 

1989 15.8 15.2 

1990 16.8 15.3 

1991 16.7 15.2 

1992 15.8 14.6 

1993 14.2 14.0 

1994 12.9 13.8 

1995 13.5 14.3 

1996 13.8 13.8 

1997 14.4 15.2 

1998 13.8 15.1 

1999 14.0 15.0 

2000 14.7 16.0 

2001 15.1 16.9 

2002 14.5 16.6 
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付表一2 欠損率と失業率

出所 C C C 

年 欠損率 失業率
未充足
求人数

％ ％ 万人

1960 

1961 2.96 

1962 2.59 

1963 3.04 2.46 73 

1964 3.48 2.22 87 

1965 2.51 2.28 65 

1966 2.76 2.39 74 

1967 3.51 2.22 101 

1968 3.69 2.02 110 

1969 4.10 1.94 125 

1970 4.27 1.92 135 

1971 3.58 2.00 116 

1972 3.79 2.25 125 

1973 5.21 2.00 181 

1974 3.71 2.17 128 

1975 2.39 2.90 82 

1976 2.38 3.06 83 

1977 2.08 3.11 73 

1978 2.19 3.48 77 

1979 2.65 3.21 95 

1980 2.74 3.08 101 

1981 2.64 3.34 99 

1982 2.48 3.55 94 

1983 2.46 3.97 95 

1984 2.64 4.03 104 

1985 2.60 3.88 103 

1986 2.38 4.07 96 

1987 2.62 4.19 107 

1988 3.35 3.69 140 

1989 3.70 3.28 160 

1990 3.79 3.01 170 

1991 3.66 2.96 170 

1992 3.05 3.00 145 

1993 2.44 3.43 116 

1994 2.22 3.93 107 

1995 2.29 4.27 111 

1996 2.59 4.52 127 

1997 2.76 4.58 136 

1998 2.32 5.54 113 

1999 2.22 6.34 106 

2000 2.74 6.40 132 

2001 2.86 6.77 138 

2002 2.78 7.22 132 

2003 3.15 7.09 149 

注：未充足求人数＝有効求人数一就職件数

失業率＊＝失業者数／労働力人口

C A A 

失業率＊ 有効求人数 就職件数

％ 千人 千件

1.60 

1.42 

1.28 ： 
1.26 893 164 

1.16 1030 162 

1.22 794 148 

1.31 892 149 

1.26 1158 151 

1.17 1251 153 

1.13 1404 156 

1.15 1507 158 

1.23 1315 156 

1.40 1403 156 

1.26 1963 157 

1.39 1425 146 

1.88 943 122 

2.00 948 119 

2.02 845 118 

2.24 885 115 

2.08 1071 117 

2.02 1128 119 

2.21 1108 120 

2.35 1055 115 

2.65 1068 118 

2.71 
f 
1164 127 

2.62 
｝ 
1161 130 

2.77 

I 

1086 128 

2.85 1197 132 

2.52 1539 135 

2.26 ! 1730 126 
; 

2.10 1815 113 

2.10 1806 ， 107 

2.16 1553 108 

2.50 1276 112 

2.89 1186 121 

3.15 1233 127 

3.35 139-1 129 

3.39 1-193 132 

4.10 1265 ： 137 

4.68 1207 144 

4.73 1-173 155 

5.03 153-1 
： 
157 

5.36 1486 168 

5.26 1670 176 

資料出所：A=厚生労働省「労働関係データ」、 B=「労働力調査ー、 C=計算値

307 

B B B 

労働力人口 失業者 常用雇用者

万人 万人 万人

4510.3 72.2 2022 

4562.3 64.8 2121 

4614.0 59.1 2219 

4652.4 58.6 2323 

4709.5 54.6 2408 

4786.9 58.4 2505 

4890.8 64.1 2616 

4982.8 62.8 2767 

5061.0 59.2 2869 

5097.8 57.6 2919 

5153.6 59.3 3023 

5186.1 63.8 3123 

5199.5 72.8 3162 

5325.8 67.1 3288 

5310.3 73.8 3322 

5322.7 100.1 3346 

5378.3 107.6 3402 

5451.7 110.1 3426 

5531.7 123.9 3436 

5596.2 116.4 3505 

5649.9 114.1 3586 

5707.4 126.1 3646 

5774.2 135.7 3692 

5888.6 156.0 3773 

5927.1 160.6 3826 

5963.4 156.2 3866 

6020.2 166.8 3932 

6083.6 173.4 3964 

6166.0 155.4 4054 

6269.8 141.7 4176 

6383.6 134.1 4316 

6505.3 136.6 4477 

6578.4 142.1 4589 

6615.3 165.4 4657 

6644.9 192.0 4690 

6666.4 210.0 4709 

6710.8 224.8 4754 

6786.9 230.1 4791 

6792.9 278.5 4750 

6779.4 317.3 4690 

6766.3 320.0 4684 

6751.8 339.6 4677 

6689.0 358.5 4604 

6666.3 350.6 4598 
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付表ー3 離職者の離職理由別構成比（男女計） （％） 

年 計 契約満期了間の

1960 99.9 7.7 

1961 100.0 8.9 

1962 100.1 7.9 

1963 100.0 5.9 

1964 100.0 3.1 

1965 100.0 4.1 

1966 100.1 4.4 

1967 100.0 4.5 

1968 100.0 5.6 

1969 100.1 6.0 

1970 100.0 5.4 

1971 99.9 5.3 

1972 100.0 5.2 

1973 100.0 4.7 

1974 100.0 5.4 

1975 99.9 5.4 

1976 100.1 6.0 

1977 99.9 6.2 

1978 100.1 7.2 

1979 100.0 5.7 

1980 100.0 6.6 

1981 100.0 5.8 

1982 99.9 6.7 

1983 100.0 6.5 

1984 100.1 5.8 

1985 100.0 7.3 

1986 100.0 7.4 

1987 100.0 8.2 

1988 100.0 6.4 

1989 100.0 5.7 

1990 100.0 6.1 

1991 100.0 8.2 

1992 100.0 8.6 

1993 100.0 9.0 

1994 100.0 8.4 

1995 100.0 10.1 

1996 100.0 10.4 

1997 100.0 10.7 

1998 100.0 12.3 

1999 100.0 10.7 

2000 100.0 10.5 

2001 100.0 10.2 

2002 100.0 11.9 

出所厚生労働省「扉用動向調査」

（注） 平成3年から建設業を含む。
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経営上の
定年 本人の責

個人的理由

都合 （自己都合）

4.5 2.6 1.9 80.9 

4.3 1.9 2.0 81.3 

6.7 2.1 1.8 79.9 

4.7 2.3 1.3 84.1 

4.1 2.2 1.3 86.9 

6.1 2.6 3.3 81.7 

5.6 2.7 3.2 82.1 

3.6 1.0 2.8 86.1 

2.9 2.5 2.9 84.1 

2.9 2.6 2.4 84.0 

4.3 1.6 2.9 83.3 

5.3 1.7 2.6 82.3 

4.1 2.0 3.4 82.8 

3.3 1.5 3.3 84.7 

7.9 1.9 3.6 78.2 

10.5 2.6 3.9 74.8 

6.9 3.0 3.5 77.8 

7.5 3.3 3.8 76.5 

8.9 3.8 3.7 73.8 

5.9 3.8 3.5 78.2 

4.8 3.6 4.7 77.9 

6.0 4.0 4.3 77.2 

6.2 3.8 5.1 75.3 

7.3 4.6 5.2 74.0 

6.3 4.2 4.6 76.6 

6.8 4.7 4.7 74.1 

8.8 5.0 4.3 72.2 

8.1 4.6 4.7 71.9 

7.1 4.0 4.5 75.5 

6.8 4.0 3.8 77.8 

6.1 3.7 3.7 78.4 

4.5 3.3 3.3 78.8 

5.2 4.2 2.9 77.0 

7.0 4.5 5.0 71.6 

7.5 5.5 4.6 71.5 

8.7 5.5 5.0 68.2 

6.9 5.9 4.8 70.1 

7.4 5.8 5.5 68.7 

10.0 5.4 5.7 64.5 

11.1 5.1 5.5 65.8 

9.3 5.2 6.3 67.0 

12.0 5.4 4.4 66.3 

12.3 5.7 3.8 65.0 

その他

（死亡・傷病）

2.3 

1.6 

1.7 

1.7 

2.4 

2.2 

2.1 

2.0 

2.0 

2.2 

2.5 

2.7 

2.5 

2.5 

3.0 

2.7 

2.9 

2.6 

2.7 

2.9 

2.4 

2.7 

2.8 

2.4 

2.6 

2.4 

2.3 

2.5 

2.5 

1.9 

2.0 

2.1 

2.1 

2.8 

2.6 

2.4 

1.9 

1.8 

2.0 

1.8 

1.7 

1.6 

1.4 
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